
 

              

  

 

５  退職手当金                                  

 

１ 手続きの流れ 

 

【退職手当金給付の仕組み】 

 

 

 

 

 
 
 
※ 法人（共済契約者）が県社協に請求し、県社協から退職手当支払資金が交付され、その 

後、法人から退職者宛に退職手当金が支給されます。 
 

 

【参考：国の退職金給付の仕組み】 

 

 

 

 

 

 

※ 本人が法人、県社協を介して機構に請求し、機構から退職手当金が支給されます。 

 

（１）書類の作成 

 

  【退職者の加入期間に応じた必要書類の整理】       ＜ ＞内は、国の退職金。 

   Ⅰ. 継続異動に該当   → 継続異動届 ＜継続異動届＞ 

   Ⅱ. 在籍期間 1年未満  → 異動報告書（1 年未満） ＜掛金届＞ 

   Ⅲ. 在籍期間 1年以上被共済職員期間 1 年未満 

→ 異動報告書（1 年未満）・給付金請求書 

 ＜被共済職員退職届＞ 

   Ⅳ. 被共済職員期間 1年以上 

① 退職手当金請求なし → 異動報告書（合算申出等）＜被共済職員退職届＞ 

  合算の場合は＜退職手当金請求書・合算申出書＞も提出 

    ② 退職手当金請求あり → 38 頁上段の(ⅰ)～(ⅳ) 

    ※ 「制度上の退職」で退職慰労金を請求しない場合は、20 頁上段参照。 

 

 

 
 
  退職した 

 被共済職員 
 （共済法適用） 

県社協 

法人（共済契約者） 

 

県社協 

②退職手当支払 
資金の交付  

 

 

 
 
  退職した 

 被共済職員 
 （共済法適用） 

③退職手当金 
の支給 

①『退職手当支払 
資金請求書』の提出 

法人（共済契約者） 

 

機構 

③退職手当金 
の支給 

②『被共済職員退職届』、『退

職手当金請求書・合算申出書』

『本人確認書類貼付用用紙』

の提出 

③『退職所得 
申告書』提出 

① 『退職手当金請求書・合算

申出書』 

『本人確認書類貼付用用紙』 

の提出 

確認・提出  



 

連絡先 担当者

１普通　２当座

施 設 名

休業の有無

通算制度適用

共済期間

総　　　　額

源泉徴収票

発行なしの

場合の理由

198,000円

　　　27年 　 9月 198,000円 10,000円

退職理由 イ 普通退職（定年退職を含む）　ロ 業務上　ハ 犯罪等
イ　雇用契約の変更

ロ　対象外施設へ異動

ハ　死亡退職

10,000円

1,260,000円 210,000円

 総　額 

　　　27年 　11月 202,000円 10,000円
６

　　　27年 　10月 198,000円

退職した月以前　６ヶ
月の本俸月額（①退職
日が末日でない月②
被共済職員とならない

月は除きます）

給 与 支 給 月 俸給表の額
俸給の調整額

手当名（特殊業務手当 ）

　　　27年 　 8月

202,000円 10,000円

10,000円

退職時給与額

　　　28年　　1月 202,000円 10,000円

　　　27年 　12月

生年月日 S45年 　1月 　1日生

有・無 休業の種類（該当を○で囲む） 　1.病休　　2.育休　　3.その他

有・無 適用ありの場合その除算期間 　H15年4月1日 ～　H16年3月31日

　　H2年　4月　1日 ～　　H28年　2月 15日　　　（　24年　2月）

※退職手当支払資金は、原則として「退職手当金振込先確認書」で届けて頂いている口座に振り込みますので、

　変更がある場合のみ振込先欄に記載して下さい。

退
　
　
　
職
　
　
　
者

 ○○園 職員番号 008

氏
　フ　リ　ガ　ナ

　　名
　ﾐｮｳｷﾞ　ｲﾜｺ
　妙義　岩子

性　　別  １ 男　　　2 女

振
込
先

指　　定
金融機関

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　銀行　　　　　　　　　　　　　　　　店

口座番号

口座番号

口座名義

共
済
契
約
者

（
請
求
者

）

法人名及び
代表者名

社会福祉法人　○○会
理事長　△△　△△

請　求　印

印住　　所 群馬県○○市…

027-***-**** 浅間　嶺子

別記第４号様式の１

　退 職 手 当 支 払 資 金 請 求 書

年　　 月　　 日

　社会福祉法人

　群馬県社会福祉協議会長　様
　　次のとおり退職手当支払資金を請求いたします。 契約者番号 0001-01

法人の

代表者の印

≪作成例≫退職手当支払資金請求書 

 【事例の異動状況】 

 

 

 (a) 請求者（作成者） 

                                は、共済契約者（法 

人）です。 

                                (b) 代表者の変更等 

で振込先が変更に 

なった場合に記入 

してください。振 

込先は原則として 

請求者名義の金融 

機関口座ですが、 

退職した施設名義 

の口座でも可です。 

                                (c) ①制度上の退職 

のうち、雇用契約 

の変更（定年退職 

を除く）又は同一 

法人の対象外施設 

への異動の場合、 

②死亡退職の場合 

は、源泉徴収票は 

発行されませんの 

で、該当する事項 

に○を付けてくだ 

さい。 

 (d) 「退職理由」 

次のいずれかを○で囲んでください。 

  『普通退職』：定年、雇用契約期間満了、勧奨による退職等 

  『業務上』：業務上の傷病又は業務上の死亡による退職 

  『犯罪等』：犯罪行為又は重大な非行による退職 

 (e) 「休業の有無」 

新規加入　　　　　　　　育休　　　　　　　　　　合算申出　　合算復帰　　　　　　　　 　育休　　　　　　　　　　　退職者

H2.4.1   　　　　　　　 7.7.1～8.3.31　　　　　 　　　15.3.31　 16.4.1　　　　　　　　　22.1.20～22.9.30　22.11.1　28.2.15

異動報告　　　　　　　異動報告　　　　　　　　異動報告　　異動報告　　　　　　　　異動報告　　　　　　　　　異動報告・請求

異動状況 
 加入　　　　　　　　　　　育休　　　　　　　　　　　　退職 　　加入　   　　　　　　　　  　育休　　   定期昇給　退職

提出書類 

1 月は「なる月」 

(10 日超)だった。 

2 月は「なる月」 

(10 日超)だった。 

(a) 

(b) 

(c) (d) 
(e) 
(f) 

(k) 

(g) (h) 

(i) 

(j) 

cf.Ｑ12 



 

共済期間中の休業の有無及び種類を○で囲んでください。 

 (f) 「通算制度適用」  

   合算申出により被共済職員期間を合算した場合は、「有」を○で囲み、被共済職員で 

なかった期間（退職日の翌日から再度加入した日の前日）を記入してください。 

 ※ 休業や通算制度適用の有無が不明な場合は、県社協にお問い合わせください。 

 (g) 「共済期間」 

県単共済への加入日と退職日を記入します。但し、過去に退職手当金を請求した期 

間は除きます。 

(h) 上記(g)の期間のうち、「なる月」の月数を記入します。 

この事例では、 

  ・ 加入日から退職日までの月数：25年 11月 

  ・ そのうち、ならない月数：1年 9月 

※ ならない月の内訳 

① 初回の育児休業期間が 9 か月で、そのうち「ならない月」は半分なので、5 

か月（1か月未満切上げ）。 

② 退職後、合算制度を適用し加入していなかった期間が 12か月。 

③ 2 回目の育児休業期間が 8か月で、①と同様に計算し、4か月。 

④ 合計すると、1年 9か月。 

  ・ 以上から、なる月は、24年 2月（25 年 11月-1年 9月）となる。 

 (i) 「給与支給月」 

この欄には、退職した月以前 6か月分
．
の俸給表の額等を遡って記入しますが、この事 

例では、退職日が退職月の末日ではないので、退職月は除きます。また、育児休業以外 

で「ならない月」があった場合もその月は除きます。 

 (j) 「俸給表の額」「俸給の調整額」 

年度の途中で昇給等により雇用契約内容に変更があり、俸給表の額等が変わった場合 

は、変更後の金額を記入するとともに、変更後の金額が確認できる書類（辞令、雇用契 

約書、賃金台帳等のコピー）を添付してください。 

 ※1 ここに記入する金額は、俸給表や雇用契約書等に基づく金額であり、実際に支給 

された給与の額ではありません。 

 例）28年 1月は欠勤控除（2日）で 184,000 円が実際の支給額 

 ⇒ （誤）184,000円  ・ （正）202,000円 

   ※2 定期昇給や掛金の基準給与額に変更がない給与額の変更があった場合は、掛金台 

帳上の月額とは異なることがあります。 

   ※3 育児休業期間は、除かず記入します。無給のことが多いかと思いますが、上記※1

と同様、俸給表等に基づく金額を記入します。 

 (k) 「退職時給与額」 

   総額を 6 で割った金額を記入します（円未満切上げ）。 

cf.Ｑ3,28,29 



 

（２）書類の提出 

  以下の書類を作成し、まとめて退職から 10日以内に提出します（退職の 4点セット）。 

 

  □(ⅰ) 『異動報告書』 ～退職の報告のため～ 

  □(ⅱ) 『退職手当支払資金請求書』 ～退職手当支払資金の請求のため～ 

  □(ⅲ)  『給付金請求書』 ～退職慰労金の請求のため～ 

  □(ⅳ) 機構の『被共済職員退職届』・『退職手当金請求書・合算申出書』・ 

『本人確認書類貼付用用紙』～退職の報告と退職手当金の請求のため～ 

 

   ※ 3 月下旬の退職については、(ⅰ)のみ先行して 4月 1日までに提出してください。 

   ※ 「制度上の退職」で退職慰労金を請求しない場合は、20頁上段参照。 

 

退職手当金（国の退職金も含む）の請求可能期間は、退職日から 5年間です。 
   

    

（３）退職手当支払資金の交付 

  書類審査の後、県社協から法人（共済契約者）に退職手当支払資金が交付されます。 

 ※ 交付時期は、概ね次のとおりですが、年度当初は請求件数が増えるため、交付が 

遅れる場合があります。期間短縮のため、適正な請求事務にご協力ください。 

・ 当月 10 日までの受付分 → 当月末日 

・ 当月 11 日以降の受付分 → 翌月末日 

※ 交付日が金融機関の休業日に当たるときは、早まることがあります。また、12 月 

は年末休業期間があるため、概ね 25日頃の交付となります。 

   ※ 交付と合わせて、県社協から以下の書類を送付しています。 

・ 共済契約者（法人）宛  

「退職手当支払資金決定通知書」及び「退職所得の源泉徴収票(控)(*)」 

・ 退職者宛  

「退職手当支払資金決定通知書（写）」及び「退職所得の源泉徴収票(控)(*)」 

      (*)…原本は、県社協にて、機構に提出する「退職所得申告書」に添付します。 

機構では、申告書で報告された退職金を含めた税額計算をし、「退職所得 

の源泉徴収票」を本人に発行します。 

なお、雇用契約内容の変更（定年退職を除く）若しくは同一法人の県外 

施設等対象外施設への異動による制度上の退職、又は死亡退職の場合は、 

発行しません（死亡退職の場合は、支払者（法人）において「退職手当金 

等受給者別支払調書」（相続税関係）の作成・発行が必要になります）。 

 

（４）退職手当金の支給 

  法人（共済契約者）から退職者（被共済職員）に退職手当金を支給します。 



 

              

  

 

   ※ 退職手当金を支給するまでに、退職者から「退職所得申告書」を提出してもらい、 

法人にて保管しておいてください（この申告書の提出がありませんと、金額の多寡に 

関わらず、支払いを受ける金額の 20.42％に相当する源泉所得税が課せられます）。 

※ 本来であれば、退職手当金を支給する際に、支払者（法人）から退職者に「退職所 

得の源泉徴収票」を発行し、それを機構に提出する退職所得申告書に添付しますが、 

県単共済事業では、上記（3）のとおり、事務の便宜上、県社協にて作成し、機構宛 

申告書に添付しています。 

 

 【法人独自の退職金制度がある場合】 

機構に提出する「退職所得申告書」に、その金額に係る「退職所得の源泉徴収票」を添 

付してください。 

 

 

２ 退職手当金の計算方法 

（１）退職前 6 か月の本俸月額を求める。 

 【例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）共済法による退職手当金計算基礎額を求める。 

 【例】退職時給与基礎月額：210,000 円 

    → 205,000 円（205,000 円以上 220,000 円未満） 

 

【共済法による退職手当金計算基礎額表】 

退職前６か月の平均本俸月額 
共済法による 

計算基礎額 
退職前６か月の平均本俸月額 

共済法による 

計算基礎額 

74,000 円未満 

74,000円以上  86,000 円未満 

86,000円以上 100,000 円未満 

100,000円以上 115,000 円未満 

115,000円以上 130,000 円未満 

130,000円以上 145,000 円未満 

145,000円以上 160,000 円未満 

160,000円以上 175,000 円未満 

175,000円以上 190,000 円未満 

190,000円以上 205,000 円未満 

62,000円 

74,000円 

86,000円 

100,000円 

115,000円 

130,000円 

145,000円 

160,000円 

175,000円 

190,000円 

205,000円以上 220,000円未満 

220,000円以上 235,000円未満 

235,000円以上 250,000円未満 

250,000円以上 265,000円未満 

265,000円以上 280,000円未満 

280,000円以上 300,000円未満 

300,000円以上 320,000円未満 

320,000円以上 340,000円未満 

340,000円以上 360,000円未満 

360,000円以上 

205,000円 

220,000円 

235,000円 

250,000円 

265,000円 

280,000円 

300,000円 

320,000円 

340,000円 

360,000円 

  

 

対象月 
俸給表の額と 

調整額の合計 
 

28 年  3 月 212,000円    総額 

28 年  2 月 212,000円    1,260,000円 

28 年  1 月 212,000円    

27 年 12 月 208,000円    退職時給与基礎月額（退職前 6か月の平均本俸月額） 

27 年 11 月 208,000円     210,000 円（円未満切上げ） 

27 年 10 月 208,000円  



 

              

  

（３）被共済職員期間を求める。 

 【例】加入日：平成 23年 4月 1 日  退職日：平成 28 年 3月 31 日 

→ 5 年（1 年未満切捨て） 

 

（４）乗率を求める。 

 【例】被共済職員期間：5 年の普通退職（業務上の傷病、業務上の死亡による退職以外） 

   → 乗率 2.6100 

 

（５）退職手当金額を求める。 

 【例】（退職時給与基礎月額－共済法による計算基礎額）×乗率 

    ＝（210,000円－205,000円）×2.6100＝13,050 円 

    ※ この場合、国の退職金は、535,050円（205,000円×2.6100）ですので、退職者に 

給付される退職手当金は、合わせて 548,100円になります。 

 

 【採用する乗率について】  

  加入日が平成 28年 3月 31 日以前の場合、次のうち乗率が大きい方を採用します 

（乗率表：42頁参照）。 

 

① 加入日から平成 28年 3 月 31日までの被共済職員期間 

→ 「平成 27年度まで」の乗率 

② 加入日から平成 28年 4 月 1 日以降の退職日までの被共済職員期間 

→ 「平成 28年 4 月 1日以降」の乗率 

 

  【例】加入日が平成 2年 4月 1 日で、退職日が平成 29 年 3月 31 日の場合 

（普通退職、除算なし） 

 

 

 

 

 

 

 H2.4.1                   H28.3.31          H29.3.31  

 

①：26年→31.7250 ②：27 年→31.9290 よってこの場合、②を採用します。 

 

 

 

 

 

 

①：26年 

②：27年 



 

              

  

 

３ その他注意事項 

○ 国の退職金は、全国規模の事務処理を行っていることから、請求から支給までには相 

当の時間を要します（通常 3～4か月程度）ので、予めご了承ください。支給までの期間 

短縮のため、事務担当者の皆様には、迅速・正確な事務をお願いいたします。 

 ○ 県単共済の退職手当金は、「退職前 6か月の平均本俸月額」と「共済法による計算基礎 

額」との差額に対して乗率（共済法と同率）を掛けて計算されます。従いまして、平均本 

俸月額が計算基礎額と同額となる場合は、差額 0 円にて、県単共済の退職手当金は 0円と 

なります。 

 但し、最終的に退職者が受け取る退職手当金の総額は、被共済職員期間（乗率）が同じ 

であれば、平均本俸月額が大きいほど、大きくなります。 

 

 

 

 【県単共済と国の退職金との計算基礎額の関係】 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

    ※ 計算基礎額の上限は、国の退職金が 360,000円、県単共済が 500,000 円です。 

 

 

 

 

退職前６か月の平均本俸月額（万円） 

計
算
基
礎
額
（
万
円
） 

36 

36 

50 

50 34 

太線： 

総額の 

計算基礎額 

網掛け： 

県単共済の 

計算基礎額 

二重線： 

国の退職金の 

計算基礎額 

32 

cf.Ｑ13 


